参考資料４　令和６年３月12日開催建築物のバリアフリー基準の見直しに関する検討WG資料抜粋（国交省）
建築物のバリアフリー基準の見直しの方向性
車椅子使用者用便房の設置数に係る基準の見直し案
バリアフリー法の政令改正により、車椅子使用者用便房の設置数について、原則、各階に１箇所以上を設置するよう見直しを行う。

　義務基準
現行
・建築物に１箇所以上を設ける。
見直し案
＜標準的な建築物＞
・各階に１箇所以上※設ける。
＜小規模階を有する建築物＞（床面積1,000㎡未満の階（小規模階）を有する場合）

・小規模階の床面積の合計が1,000㎡に達する毎に１箇所以上※設ける。

＜大規模階を有する建築物＞（床面積10,000㎡を超える階（大規模階）を有する場合）

階の床面積が
・10,000㎡を超え40,000㎡以下の場合、当該階に２箇所以上を設ける。

・40,000㎡を超える場合、20,000㎡毎に１箇所を追加する。

※建築条件に応じた設計の自由度を確保するため、設置箇所は任意とする。
　誘導基準
現行
・各階に１箇所以上を設ける。
・階の便房数が200箇所以下の場合、２%以上を設ける。

・階の便房数が201箇所以上の場合、１%＋２箇所以上を設ける。
見直し案
・便所のある箇所に１箇所以上を設ける
見直し案（義務基準）に基づく車椅子使用者用便房の設置イメージ見直し案（義務基準）に基づく車椅子使用者用便房の設置イメージ
（１）「小規模階を有する建築物」に該当する場合
ケース①ケース②ケース③
便所のある階のイメージ
階数地上５階地上５階地上５階
延べ床面積2,000～2,999㎡3,000～3,999㎡4,000～4,999㎡

便所のある階の数５５５
建築物に設置する車椅子使用者用便房の数
２３４400～599.8㎡/階600～799.8㎡/階800～999.8㎡/階

見直し案（義務基準）に基づく車椅子使用者用便房の設置イメージ見直し案（義務基準）に基づく車椅子使用者用便房の設置イメージ
（２）「大規模階を有する建築物」に該当する場合
ケース④ケース⑤ケース⑥
便所のある階のイメージ
階数地上３階地上３階地上３階
延べ床面積90,000㎡150,000㎡210,000㎡

当該階の便所の数３４４
当該階に設置する車椅子使用者用便房の数
２３４50,000㎡/階30,000㎡/階70,000㎡/階

　　車椅子使用者用駐車施設の設置数に係る基準の見直し案
バリアフリー法の政令改正により、車椅子使用者用駐車施設の設置数について、駐車台数に対する割合で定めるよう見直しを行う。
　義務基準
現行
・1台以上を設ける。
見直し案
・200台以下の場合、２％以上を設ける。

・201台以上の場合、１％＋２台以上を設ける。
誘導基準
現行
・200台以下の場合、２％以上を設ける。

・201台以上の場合、１％＋２台以上を設ける。

見直し案
・２％以上を設ける。
　　車椅子使用者用客席の設置数に係る基準の見直し案
バリアフリー法の政令改正（条文新設）により、車椅子使用者用客席の設置数について、客席の総数に対する割合で定めるよう見直しを行う。
義務基準
現行
・基準無し
見直し案
・400席以下の場合、２席以上を設ける。

・401席以上の場合、0.5％以上を設ける。

※ 構造に係る基準（幅90cm以上、奥行135cm以上等）も定める。
　誘導基準
現行
・200席以下の場合、２％以上を設ける。

・201～2,000席の場合、１％＋２席以上を設ける。

・2,001席以上の場合、0.75％＋７席以上を設ける。

見直し案
・100席以下の場合、２席以上を設ける。

・100～200席の場合、２％以上を設ける。

・201～2,000席の場合、１％＋２席以上を設ける。

・2,001席以上の場合、0.75％＋７席以上を設ける。

各施設の設置数に係る基準の見直し案に対する主な意見への対応方針（案）
「各施設の設置数に係る基準」以外の様々な意見については、まずは令和６年度に予定している「建築設計標準」や「（仮称）当事者参画ガイドライン」に反映する。
サイトラインの確保等客席に係るその他の事項については、上記に加え、令和６年度以降も継続して、①現状の把握（海外制度含む）、②技術的検討、③実効性の高い枠組みの検討（義務付けの検討含む）等を進める。
「各施設の設置数に係る基準」以外の主な意見
＜車椅子使用者用便房＞
・誘導基準の見直し案について、便所のある箇所の数え方を明確にすべき。
＜車椅子使用者用駐車施設＞
・車椅子使用者用駐車施設の舗装の色を青色とすることを全国的に周知すべき。
＜車椅子使用者用客席＞
・構造（サイトラインの確保・前面の手すり高さ・同伴者席を隣接して設置）と分散配置を、
設置割合とセットで義務基準とすべき。
・サイトラインの確保については、各施設の特性に合わせ設計やソフト対応で考えるべき。
・サイトライン検討の視焦点は、演目によって変わるのではないか。
・確認審査の効率性・実効性の観点から、サイトラインの確保を義務基準とすることは困難。
・前面の手すり高さについては、歩行者の安全性確保（転落防止）の観点も必要ではないか。
バリアフリー法に基づく容積率緩和の特例制度の拡充の検討（報告）
ソフト対応による代替措置が困難な車椅子使用者用便房の設置の一層の促進を図るために、バリアフリー法第24条に基づく容積率緩和の特例制度の拡充について検討する。
第19条特例

・対象建築物
特定建築物のうち所管行政庁による認定を受けた認定建築物
・要件
誘導基準に適合
・容積率算定にあたり不算入とする部分
建築物特定施設のうち共用部分で通常必要となる面積からの増加分
【対象となる建築物特定施設】
廊下等、階段、傾斜路、便所、駐車場
・不算入の上限
建築物の延べ面積の１割まで不算入可能
・必要な手続き
所管行政庁の認定
第24条特例

・対象建築物
建築物特定施設の床面積が著しく大きい建築物
・要件
国土交通大臣が定める基準※に適合
※国土交通省告示第1481号（H18）に規定
・容積率算定にあたり不算入とする部分
建築物特定施設のうち共用部分及居室内の部分で通常必要となる面積からの増加分
【対象となる建築物特定施設】
廊下等、階段、傾斜路、便所、駐車場、ホテル、旅館の客室（便所又は浴室等）、浴室、シャワー室
・不算入の上限
許可の範囲内
・必要な手続き
特定行政庁の許可※
※建築審査会の同意が必要
容積率緩和の特例制度の拡充に向けた告示の見直し案（報告）
バリアフリー法第24条に基づく容積率緩和の特例制度の適用要件を定めた「国土交通省告示第1481号」に車椅子使用者用便房の設置のみで特例が可能となるよう規定を追加することで車椅子使用者用便房の設置を促進する。
現行
特定建築物
次の基準に適合すること
・全ての建築物特定施設が誘導基準に適合する
特定建築物以外
次の基準に適合すること
・以下の全てに適合する
出入口（略）
廊下（略）
階段（略）
便所
・腰掛便座及び手すりの設けた便房がある
・出入口の幅が８０ｃｍ以上である
・戸を自動開閉とするなど車椅子使用者が
容易に開閉・通過できる構造である
敷地内通路
（略）
見直し案
特定建築物

次の基準のいずれかに適合すること
・全ての建築物特定施設が誘導基準に適合する
・車椅子使用者の到達可能な車椅子使用者用便房※を設ける
特定建築物以外
次の基準のいずれかに適合すること
・以下の全てに適合する
出入口（略）
廊下（略）
階段（略）
便所
・腰掛便座及び手すりの設けた便房がある
・出入口の幅が８０ｃｍ以上である
・戸を自動開閉とするなど車椅子使用者が
容易に開閉・通過できる構造である
敷地内通路
（略）
・車椅子使用者の到達可能な車椅子使用者用便房※を設ける
※：車椅子使用者用便房の構造は以下の通り
・腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること
・車椅子使用者が円滑に利用できるよう十分な空間が確保されていること

